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昭和50年2 月14日付直法２Þ２「租税特別措置法関係通達（法人税編）の制定について」( 法令解釈通達) のうち次の「改正前」欄に掲げるものをそれぞれ「改正後」欄のように

改 める。

E } b

改 正 後 改 正 前

Ý7L ÿ o� Ý7L ÿ o�

第55条～第57条の８《共通事項》関係 第55条～第57条の８《共通事項》関係

第55条及び第55条の２《海外投資等損失準備金》関係 第55条及び第55条の２《海外投資等損失準備金》関係

第55条の３《自由貿易地域投資損失準備金》関係 第55条の３《自由貿易地域投資損失準備金》関係

第55条の４《創業中小企業投資損失準備金》関係 第55条の４《創業中小企業投資損失準備金》関係

第55条の６《特定災害防止準備金》関係 第55条の６《特定災害防止準備金》関係

第56条《特定都市鉄道整備準備金》関係 第56条《特定都市鉄道整備準備金》関係

第56条の２《ガス熱量変更準備金》関係 第56条の２《ガス熱量変更準備金》関係

第56条の３《計画造林準備金》関係 第56条の３《計画造林準備金》関係

第57条《プログラム等準備金》関係 第57条《プログラム等準備金》関係

第57条の５《保険会社等の異常危険準備金》関係 第57条の５《保険会社等の異常危険準備金》関係

第57条の８《特別修繕準備金》関係 第57条の８《特別修繕準備金》関係

第57条の９《中小企業等の貸倒引当金の特例》関係 第57条の９《中小企業の貸倒引当金の特例》関係

ÝÙÝL � ³ 0@ ÝÙÝL � ³ 0@

第66条の10《鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例》関係 第66条の10《鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例》関係

第66条の11《特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例》関係 第66条の11《特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例》関係

第66条の12及び第66条の13《欠損金の繰越期間の特例》関係 第66条の12及び第66条の13《欠損金の繰越期間の特例》関係

第66条の14《欠損金の繰戻しによる還付の不適用》関係

第67条《社会保険診療報酬の所得計算の特例》関係 第67条《社会保険診療報酬の所得計算の特例》関係

第67条の４《転廃業助成金等に係る課税の特例》関係 第67条の４《転廃業助成金等に係る課税の特例》関係

第67条の５《特定株式投資信託の受益証券を交換した場合の課税の特例》関 第67条の５《特定株式投資信託の受益証券を交換した場合の課税の特例》関

係 係

第67条の６《特定株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等の益金不算入 第67条の６《特定株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等の益金不算入

等の特例》関係 等の特例》関係

第67条の９～第67条の９の３《株式交換又は株式移転に係る課税の特例》関 第67条の９の２～第67条の９の４《株式交換又は株式移転に係る課税の特例



係 》関係

第68条の２《利子・配当等に係る所得税額の控除等の特例》関係 第68条の２《利子・配当等に係る所得税額の控除等の特例》関係

第68条の３《特定の協同組合等の法人税率の特例》関係 第68条の３《特定の協同組合等の法人税率の特例》関係

第68条の３の２《中小企業者等に対する同族会社の特別税率の不適用》関係

第68条の５《適格退職年金契約に係る退職年金等積立金の額の計算の特例》 第68条の５《適格退職年金契約に係る退職年金等積立金の額の計算の特例》

関係 関係

` ÝÜÚo 9ÕQüï�� N~�Ø��i�� ä¨�N 0±\�Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ëla+Ð�½ÝUP ø(Ì Ëla+Ð�½ÝUP ø(Ì

ÜÚ 9Þ> …………………………… ÜÚ 9Þ> ……………………………

…………………数か月程度の期間その労務に従事する者を使用するときは、 …………………数か月程度の期間にわたり労務者を使用するときは、当該使

当該従事する者の数を………………… 用する労務者の数を…………………

� ÝÜÚo :ÕÐõ�Ö½¼�d��J¿¥� �Ä©-��i� 0±��7¡ä¨�N 0±\�Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë9+¼U���t½}�x} æ� aÍÌ Ë9+¼U���t½}�x} æ� aÍÌ

ÜÚ :Þ6 法人が、措置法第42条の５第１項第４号…………………同項第５ ÜÚ :Þ6 法人が、措置法第42条の５第１項第５号…………………同項第６

号………………… 号…………………

ËYU æ�Ì ËYU æ�Ì

ÜÚ :Þ7 措置法第42条の５第１項第４号………………… ÜÚ :Þ7 措置法第42条の５第１項第５号…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………

ËÅZYU�� ³ YU��3}��+Ð�¾½Ðõ�Ö½¼�d��J¿ ËÅZYU�� ³ YU��3}��+Ð�¾½Ðõ�Ö½¼�d��J¿

¥� �Ì ¥� �Ì

ÜÚ :Þ9 措置法第42条の５第１項第４号………………… ÜÚ :Þ9 措置法第42条の５第１項第５号…………………

Ë�ëÜSÄ��Ðõ�Ö½¼�d��J¿¥� � ©-ÖNÌ Ë�ëÜSÄ��Ðõ�Ö½¼�d��J¿¥� � ©-ÖNÌ



ÜÚ :Þ; 措置法令第27条の５第９項………………… ÜÚ :Þ; 措置法令第27条の５第11項…………………

Ë©-ÖN �ÂN~ÚØÄ�Ägz½}�x} æ�Ì Ë©-ÖN �ÂN~ÚØÄ�Ägz½}�x} æ�Ì

ÜÚ :Þ= …………………同条第１項第５号………………… ÜÚ :Þ= …………………同条第１項第６号…………………

Ë7#b YUzè�|v�YU Ð�.��i� ©-ÖN Â�Ì Ë7#b YUzè�|v�YU Ð�.��i� ©-ÖN Â�Ì

ÜÚ :Þ> 措置法第42条の５第１項第５号………………… ÜÚ :Þ> 措置法第42条の５第１項第６号…………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

（算式）…………………………… （算式）……………………………

0 ÝÜÚo ;ÕÔ5ÐÀ÷Ð� Ä©-��i�� 0±��7¡ä¨�N 0±\�Ö©£

改 正 後 改 正 前

ËYUzè 9â�|v�9+¼U��-�������i� »ÐÌ ËYUzè 9â�|v�9+¼U��-�������i� »ÐÌ

ÜÚ ;Þ6 法人が各事業年度の中途において措置法第42条の６第１項に規定 ÜÚ ;Þ6 法人が各事業年度の中途において措置法第42条の６第１項に規定

する中小企業者に該当しないこととなった場合においても、その該当しない する中小企業者に該当しないこととなった場合においても、その該当しない

こととなった日前に取得若しくは製作（以下「取得等」という。）又は賃借 こととなった日前に取得若しくは製作（以下「取得等」という。）又は賃借

をして同項に規定する事業（以下42の６-10 までにおいて「指定事業」とい をして同項に規定する事業（以下42の６-11 までにおいて「指定事業」とい

う。）の用に供した措置法令第27条の６第２項又は第６項に規定する電子機 う。）の用に供した措置法令第27条の６第２項又は第６項に規定する電子機

器利用設備（賃借に係る電子機器利用設備については、指定事業の用に供し 器利用設備（賃借に係る電子機器利用設備については、指定事業の用に供し

た日を含む事業年度終了の日まで引き続き当該指定事業の用に供しているも た日を含む事業年度終了の日まで引き続き当該指定事業の用に供しているも

のに限る。）については、措置法第42条の６第１項及び第３項の規定の適用 のに限る。）については、措置法第42条の６第１項及び第３項の規定の適用

があることに留意する。この場合において、措置法規則第20条の３第１項又 があることに留意する。この場合において、措置法規則第20条の３第１項又

は第３項に規定する電子計算機に係る取得価額又はリース費用の総額の合計 は第３項に規定する電子式金銭登録機若しくは電子計算機に係る取得価額又

額がこれらの項に規定する金額以上であるかどうかは、その中小企業者に該 はリース費用の総額の合計額がこれらの項に規定する金額以上であるかどう

当していた期間内に取得等又は賃借をして指定事業の用に供していたもの かは、その中小企業者に該当していた期間内に取得等又は賃借をして指定事

（賃借に係る電子計算機については、指定事業の用に供した日を含む事業年 業の用に供していたもの（賃借に係る電子式金銭登録機若しくは電子計算機

度終了の日まで引き続き当該指定事業の用に供しているものに限る。）の取 については、指定事業の用に供した日を含む事業年度終了の日まで引き続き

得価額又はリース費用の総額の合計額によって判定するものとする。 当該指定事業の用に供しているものに限る。）の取得価額又はリース費用の

総額の合計額によって判定するものとする。

(注) 法人が各事業年度の中途において特定中小企業者等（措置法第42条の６ (注) 法人が各事業年度の中途において特定中小企業者等（措置法第42条の６

第２項に規定する「特定中小企業者等」をいう。以下42の６Þ７において 第２項に規定する「特定中小企業者等」をいう。以下42の６Þ８において



同じ。）に該当しないこととなった場合の同項の規定の適用についても同 同じ。）に該当しないこととなった場合の同項の規定の適用についても同

様とする。 様とする。

ËÔ5ÐÀ÷Ð�  ©-ÖN �ÂNÌ

（廃 止） ÜÚ ;Þ7 措置法規則第20条の３第１項各号に規定する電子機器利用設備の

取得価額の合計額が160万円以上であるかどうかについては、当該各号ごと

に、当該各号に規定する電子機器利用設備の取得価額の合計額により判定す

ることに留意する。

Ë�ëÜSÄ��Ô5ÐÀ÷Ð�  ©-ÖNÌ Ë�ëÜSÄ��Ô5ÐÀ÷Ð�  ©-ÖNÌ

ÜÚ ;Þ7 …………………………… ÜÚ ;Þ8 ……………………………

Ë¨�½YU��vi� »ÐÌ Ë¨�½YU��vi� »ÐÌ

ÜÚ ;Þ8 …………………………… ÜÚ ;Þ9 ……………………………

ËYU æ�Ì ËYU æ�Ì

ÜÚ ;Þ9 …………………………… ÜÚ ;Þ: ……………………………

Ë� ³�¾»�=�½YU�¯°¾�v´ Ì Ë� ³�¾»�=�½YU�¯°¾�v´ Ì

ÜÚ ;Þ: …………………………… ÜÚ ;Þ; ……………………………

Ë;�YU�� ³ YU��3}��+Ð�¾½Ô5ÐÀ÷Ð� Ì Ë;�YU�� ³ YU��3}��+Ð�¾½Ô5ÐÀ÷Ð� Ì

ÜÚ ;Þ; …………………………… ÜÚ ;Þ< ……………………………

ËÔ\� Ð�.��´ �-���vT� Ô¾Ì ËÔ\� Ð�.��´ �-���vT� Ô¾Ì

ÜÚ ;Þ< …………………………… ÜÚ ;Þ= ……………………………

Ët¥ÐÀ� �a�) .ðÌ Ët¥ÐÀ� �a�) .ðÌ

ÜÚ ;Þ= …………………………… ÜÚ ;Þ> ……………………………

ËÔ5ÐÀ÷Ð�  ÅÖ��� S�~t��i� �N\��èN Â�Ì ËÔ5ÐÀ÷Ð�  ÅÖ��� S�~t��i� �N\��èN Â�Ì

ÜÚ ;Þ> …………………………… ÜÚ ;ÞÙØ ……………………………

Ë�� ä¨}»¶�k¾�Ô5ÐÀ÷Ð� �£½�N\�Ì Ë�� ä¨}»¶�k¾�Ô5ÐÀ÷Ð� �£½�N\�Ì



ÜÚ ;ÞÙØ …………………………… ÜÚ ;ÞÙÙ ……………………………

Ë�QsÔU .ðÌ Ë�QsÔU .ðÌ

ÜÚ ;ÞÙÙ …………………………… ÜÚ ;ÞÙÚ ……………………………

Ë0­ �Ö��T� ÆÐzÏÌ Ë0­ �Ö��T� ÆÐzÏÌ

ÜÚ ;ÞÙÚ …………………42の６Þ14………………… ÜÚ ;ÞÙÛ …………………42の６Þ15…………………

Ë�½á�Ð ^�<� æ�Ì Ë�½á�Ð ^�<� æ�Ì

ÜÚ ;ÞÙÛ …………………………… ÜÚ ;ÞÙÜ ……………………………

Ë�½á�Ð�¯°¾�v�ÐÌ Ë�½á�Ð�¯°¾�v�ÐÌ

ÜÚ ;ÞÙÜ …………………………… ÜÚ ;ÞÙÝ ……………………………

Ë�N\� »ÐÄ¶��ä¨ .ðÌ Ë�N\� »ÐÄ¶��ä¨ .ðÌ

ÜÚ ;ÞÙÝ …………………………… ÜÚ ;ÞÙÞ ……………………………

Ë���£½� \�Ä¶�½«�oNÌ Ë���£½� \�Ä¶�½«�oNÌ

ÜÚ ;ÞÙÞ …………………………… ÜÚ ;ÞÙß ……………………………

' ÝÜÚo <ÕYUÁ�<Ò� Ä©-��i�� 0±��7¡ä¨�N 0±\�Ö©£

改 正 後 改 正 前

ËYUzè 9â�|v�0�9+¼U���-�������i� »ÐÌ ËYUzè 9â�|v�0�9+¼U���-�������i� »ÐÌ

ÜÚ <Þ6 …………………………… ÜÚ <Þ6 ……………………………

…………………措置法令第27条の７第１項又は第12項………………… …………………措置法令第27条の７第１項又は第13項…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………

ËYUzè 9â�|v�ÜÛpä¨�-�������i� »ÐÌ ËYUzè 9â�|v�ÜÛpä¨�-�������i� »ÐÌ

ÜÚ <Þ9 …………………………… ÜÚ <Þ9 ……………………………

…………………同項第２号又は第３号………………… …………………同項第２号…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………



…………………措置法令第27条の７第１項又は第12項………………… …………………措置法令第27条の７第１項又は第13項…………………

Ë0­ �Ö��T� ÆÐzÏÌ Ë0­ �Ö��T� ÆÐzÏÌ

ÜÚ <ÞÙÛ …………………措置法令第27条の７第11項第１号………………… ÜÚ <ÞÙÛ …………………措置法令第27条の７第12項第１号…………………

Ë�½á�Ð ^�<� æ�Ì Ë�½á�Ð ^�<� æ�Ì

ÜÚ <ÞÙÜ …………………………… ÜÚ <ÞÙÜ ……………………………

…………………措置法令第27条の７第11項第３号………………… …………………措置法令第27条の７第12項第３号…………………

Ë�½á�Ð�¯°¾�v�ÐÌ Ë�½á�Ð�¯°¾�v�ÐÌ

ÜÚ <ÞÙÝ 措置法令第27条の７第12項………………… ÜÚ <ÞÙÝ 措置法令第27条の７第13項…………………

v ÝÜÛoÕ0�� � 0±��Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë©-ÖN æ��%Ì （新 設）

ÜÛ�Þ9 措置法令第28条第１項第３号に規定する機械その他の減価償却資産

の１台又は１基の取得価額が 200万円以上であるかどうかについては、通常

１単位として取引される単位ごとに判定するのであるが、個々の機械及び装

置の本体と同時に設置する自動調整装置又は電源装置のような附属機器で当

該本体と一体となって使用するものがある場合には、これらの附属機器を含

めたところによりその判定を行うことができるものとする。

同条第８項に規定する機械及び装置の１台又は１基の取得価額が３億円、

２億円又は１億円を超えるかどうかの判定についても、同様とする。

Ë�ëÜSÄ��A%�B� � ©-ÖNÌ （新 設）

ÜÛ�Þ: 措置法令第28条第１項第３号に規定する機械その他の減価償却資産

の取得価額が200 万円以上であるかどうかを判定する場合において、その機

械その他の減価償却資産が法第42条から第49条までの規定による圧縮記帳の

適用を受けたものであるときは、その圧縮記帳後の金額に基づいてその判定

を行うものとする。

措置法令第28条第８項に規定する機械及び装置の取得価額が３億円、２億

円又は１億円を超えるかどうかの判定についても、同様とする。



Ë����  ø(Ì Ë����  ø(Ì

ÜÛ�Þ6 8 …………………………… ÜÛ�Þ6 8 ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

(注) …………………措置法規則第20条の６第２項第２号ロ及び第５項第２ (注) …………………措置法規則第20条の６第２項及び第６項………………

号ロ………………… …

Ë¢v£ �ü Ð�¨���+Ð�½�� æ�Ì Ë¢v£ �ü Ð�¨���+Ð�½�� æ�Ì

ÜÛ�Þ7 大気汚染防止法第２条第１項に規定するばい煙及び同条第４項に規 ÜÛ�Þ7 大気汚染防止法第２条第１項に規定するばい煙及び同条第４項に規

定する粉じん並びに同法第17条第１項に規定する特定物質の処理に共用され 定する粉じん並びに同法第17条第１項に規定する特定物質の処理に共用され

ている告示別表１に掲げるばい煙処理用設備又はばい煙処理用等設備が、当 ている告示別表１に掲げるばい煙処理用設備が、当該ばい煙の処理の用に主

該ばい煙の処理の用に主として使用されているかどうかは、当該設備の設置 として使用されているかどうかは、当該設備の設置目的、構造、使用状況等

目的、構造、使用状況等からみて、当該設備が主としてばい煙の処理のため からみて、当該設備が主としてばい煙の処理のために設置されたかどうかに

に設置されたかどうかにより判定する。 より判定する。

（廃 止） Ë©-ÖN æ��%Ì

ÜÛ�Þ8 措置法令第28条第１項第３号に規定する機械その他の減価償却資産

の１台又は１基の取得価額が200 万円以上であるかどうかについては、通常

１単位として取引される単位ごとに判定するのであるが、個々の機械及び装

置の本体と同時に設置する自動調整装置又は電源装置のような附属機器で当

該本体と一体となって使用するものがある場合には、これらの附属機器を含

めたところによりその判定を行うことができるものとする。

（廃 止） Ë�ëÜSÄ��A%�B�  ©-ÖNÌ

ÜÛ�Þ9 措置法令第28条第１項第３号に規定する機械その他の減価償却資産

の取得価額が200 万円以上であるかどうかを判定する場合において、その機

械その他の減価償却資産が法第42条から第49条までの規定による圧縮記帳の

適用を受けたものであるときは、その圧縮記帳後の金額に基づいてその判定

を行うものとする。

x ÝÜÜo :Õ0�½à÷Ð?� 0±��Ö©£

改 正 後 改 正 前



Ë©-ÖN æ��%Ì Ë©-ÖN æ��%Ì

ÜÜ :Þ6 …………………………… ÜÜ :Þ6 ……………………………

…………………１億２千万円以上………………… …………………１億円以上…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………

Ë�ëÜSÄ��å�� ©-ÖNÌ Ë�ëÜSÄ��å�� ©-ÖNÌ

ÜÜ :Þ7 …………………１億２千万円以上………………… ÜÜ :Þ7 …………………１億円以上…………………

Õ ÝÜÜo ;Õ0�ÔÓ}�� � 0±��Ö©£

改 正 後 改 正 前

ËÔ\� Ð�.��´ �-���vT� Ô¾Ì ËÔ\� Ð�.��´ �-���vT� Ô¾Ì

ÜÜ ;Þ6 …………………その取得し又は製作し若しくは建設した………… ÜÜ ;Þ6 …………………その取得等をした…………………

………

Ët¥ÐÀ� �a�) .ðÌ Ët¥ÐÀ� �a�) .ðÌ

ÜÜ ;Þ7 措置法規則第20条の11第４項各号………………… ÜÜ ;Þ7 措置法規則第20条の11第５項各号…………………

Ë9+¼U��t½}�x} æ� aÍÌ （新 設）

ÜÜ ;Þ8 法人が措置法第44条の６第１項の表の第５号の第１欄に規定する

中小企業者に該当する法人であるかどうかは、その取得し又は製作し若しく

は建設した同号の第３欄に規定する設備を事業の用に供した日の現況によっ

て判定するものとする。

Ë�ëÜSÄ��0�ÔÓ}�� � ©-ÖNÌ （新 設）

ÜÜ ;Þ9 措置法令第28条の９第７項に規定する特定電気通信設備等の取得

価額が180 万円以上であるかどうかを判定する場合において、その特定電気

通信設備等が法第42条から第49条までの規定による圧縮記帳の適用を受けた

ものであるときは、その圧縮記帳後の金額に基づいてその判定を行うものと

する。

ËýÉÌÊÎÑ½��) .ðÌ （新 設）



ÜÜ ;Þ: 措置法第44条の６第１項の表の第５号の第１欄に規定する設備に

係る同項の特別償却の適用上、いわゆるアクセス監視センサー装置やセキュ

リティ管理サーバー装置はその対象とならないことに留意する。



r ÝÜÝoÕ��Ø"A��|�½PUÐÐ�� 0±��Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë³ 0±���� ©£Ì Ë³ 0±���� ©£Ì

ÜÝÞ7 …………………………… ÜÝÞ7 ……………………………

(注) 措置法令第28条の14第２項の一の生産等設備を構成する減価償却資産の (注) 措置法令第28条の14第２項の一の生産等設備を構成する減価償却資産の

取得価額の合計額が 2,500万円（措置法第45条第１項の表の第９号の第１ 取得価額の合計額が 2,300万円（措置法第45条第１項の表の第９号の第１

欄、同表の第10号の第１欄及び同表の第11号の第１欄に掲げる地区又は地 欄、同表の第10号の第１欄及び同表の第11号の第１欄に掲げる地区又は地

域において事業の用に供する設備については 1,000万円、同表の第８号の 域において事業の用に供する設備については 1,000万円、同表の第８号の

第１欄に掲げる地区において事業の用に供する設備については 1,900万円 第１欄に掲げる地区において事業の用に供する設備については 1,900万円

、同表の第６号の第１欄及び同表の第７号の第１欄に掲げる地区において 、同表の第６号の第１欄及び同表の第７号の第１欄に掲げる地区において

事業の用に供する設備については 2,100万円、同表の第３号の第１欄、同 事業の用に供する設備については 2,100万円）を超えるかどうかの判定は

表の第４号の第１欄及び同表の第５号の第１欄に掲げる地区又は地域（措 、当該減価償却資産のうち他の特別償却等の適用を受けるものの取得価額

置法令第28条の14第５項に規定する区域を除く¤)において事業の用に供す を含めたところによる。

る設備については 2,300万円）を超えるかどうかの判定は、当該減価償却

資産のうち他の特別償却等の適用を受けるものの取得価額を含めたところ

による。

Ë�ëÜSÄ���Ö��T� ©-ÖNÌ Ë�ëÜSÄ���Ö��T� ©-ÖNÌ

ÜÝÞ8 措置法令第28条の14第２項の一の生産等設備を構成する減価償却資産 ÜÝÞ8 措置法令第28条の14第２項の一の生産等設備を構成する減価償却資産

のうちに法又は措置法の規定による圧縮記帳の適用を受けたものがある場合 のうちに法又は措置法の規定による圧縮記帳の適用を受けたものがある場合

において、同項の取得価額の合計額が 2,500万円（措置法第45条第１項の表 において、同項の取得価額の合計額が 2,300万円（措置法第45条第１項の表

の第９号の第１欄、同表の第10号の第１欄及び同表の第11号の第１欄に掲げ の第９号の第１欄、同表の第10号の第１欄及び同表の第11号の第１欄に掲げ

る地区又は地域において事業の用に供する設備については 1,000万円、同表 る地区又は地域において事業の用に供する設備については 1,000万円、同表

の第８号の第１欄に掲げる地区において事業の用に供する設備については の第８号の第１欄に掲げる地区において事業の用に供する設備については

1,900 万円、同表の第６号の第１欄及び同表の第７号の第１欄に掲げる地区 1,900 万円、同表の第６号の第１欄及び同表の第７号の第１欄に掲げる地区

において事業の用に供する設備については 2,100万円、同表の第３号の第１ において事業の用に供する設備については 2,100万円）を超えるかどうかを



欄£ 同表の第４号の第１欄及び同表の第５号の第１欄に掲げる地区又は地域 判定するときは£ その圧縮記帳の適用を受けた減価償却資産の取得価額は、

（措置法令第28条の14第５項に規定する区域を除く¤)において事業の用に供 圧縮記帳前の実際の取得価額によるものとする。

する設備については2,300 万円）を超えるかどうかを判定するときは、その

圧縮記帳の適用を受けた減価償却資産の取得価額は、圧縮記帳前の実際の取

得価額によるものとする。

(注) …………………………… (注) ……………………………

ËPiÐ� å�	¥� t¥�  .ðÌ ËPiÐ� å�	¥� t¥�  .ðÌ

ÜÝÞ; …………………………… ÜÝÞ; ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

(注) 倉庫用の建物は、工場用又は作業場用の建物に該当しない。 (注) 倉庫用の建物は、工場用若しくは作業場用又は同条第９項に規定するホ

テル用等の建物に該当しない。

Ë©-ÖN �ÂN~ÙØÄ��Ägz½}�x} æ�Ì Ë©-ÖN �ÂN~ÙØÄ��Ägz½}�x} æ�Ì

ÜÝÞ> …………………………… ÜÝÞ> ……………………………

措置法令第28条の14第２項の一の生産等設備でこれを構成する減価償却資 措置法令第28条の14第２項の一の生産等設備でこれを構成する減価償却資

産の取得価額の合計額が 2,500万円（措置法第45条第１項の表の第９号の第 産の取得価額の合計額が 2,300万円（措置法第45条第１項の表の第９号の第

１欄、同表の第10号の第１欄及び同表の第11号の第１欄に掲げる地区又は地 １欄、同表の第10号の第１欄及び同表の第11号の第１欄に掲げる地区又は地

域において事業の用に供する設備については 1,000万円、同表の第８号の第 域において事業の用に供する設備については 1,000万円、同表の第８号の第

１欄に掲げる地区において事業の用に供する設備については 1,900万円、同 １欄に掲げる地区において事業の用に供する設備については 1,900万円、同

表の第６号の第１欄及び同表の第７号の第１欄に掲げる地区において事業の 表の第６号の第１欄及び同表の第７号の第１欄に掲げる地区において事業の

用に供する設備については 2,100万円、同表の第３号の第１欄、同表の第４ 用に供する設備については 2,100万円）を超えるかどうかの判定についても

号の第１欄及び同表の第５号の第１欄に掲げる地区又は地域（措置法令第28 同様とする。

条の14第５項に規定する区域を除く¤)において事業の用に供する設備につい

ては 2,300万円）を超えるかどうかの判定についても同様とする。

Ü ÝÜÝo 7Õ9+¼U� Ð�� 0±��Ö©£



改 正 後 改 正 前

Ë�7r¨ÂÝ?� Ð�� ³ Ð�3Ð�¾�v½å� æ�Ì Ër¨ÂÝ?� Ð�� ³ Ð�3Ð�¾�v½å� æ�Ì

ÜÝ 7ÞÙÚ 一の建物が介護老人保健施設………………… ÜÝ 7ÞÙÚ 一の建物が老人保健施設…………………

………………… …………………老人保健施設…………………老人保健施設…………………

……… ………

(注) その他の用に供されている部分が極めて小部分であるときは、その全部 (注) その他の用に供されている部分が極めて小部分であるときは、その全部

が介護老人保健施設の用に供されているものとすることができる。 が老人保健施設の用に供されているものとすることができる。

ËIX .ðÌ ËIX .ðÌ

ÜÝ 7ÞÙÛ 措置法第45条の２第３項第３号………………… ÜÝ 7ÞÙÛ 措置法第45条の２第３項第２号又は第３号…………………

Ë0�I/�¾Å�¾��� �³ ?� Ð�� ³ Ð�3Ð�¾�v½ Ë0�I/�¾Å�¾��� �³ ?� Ð�� ³ Ð�3Ð�¾�v½

å� æ�Ì å� æ�Ì

ÜÝ 7ÞÙÜ …………………療養型病床群等………………… ÜÝ 7ÞÙÜ …………………看護強化病床…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………

ÜE ÝÜÞo 7Õ`%�Ä$Ð�½i� Ð�� W����Ö©£

改 正 後 改 正 前

¿A3�U��	 j WaÌ ¿A3�U��	 j WaÌ

ÜÞ 7Þ7 措置法令第29条の２第２項、第７項及び第８項………………… ÜÞ 7Þ7 措置法令第29条の２第２項、第８項及び第９項…………………

¿�a§f��� .ðÌ ¿�a§f��� .ðÌ

ÜÞ 7Þ9 措置法令第29条の２第７項………………… ÜÞ 7Þ9 措置法令第29条の２第８項…………………

…………………同条第８項………………… …………………同条第９項…………………

介護老人保健施設………………介護老人保健施設………………



Ü` ÝÝØoÕ}0� °o�k 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

¿�¾�0«� .ðÌ ¿�¾�0«� .ðÌ

ÝØÞ7 …………………国有林野の管理経営に関する法律第９条又は分収林特 ÝØÞ7 …………………国有林野法第９条又は分収造林特別措置法第２条第１

別措置法第２条第１項………………… 項…………………

Ü� ÝÝÝo	¥ÝÝÝo 7Õ�#ùT�°{ÿ oÖ©£

改 正 後 改 正 前

Ë��¾°ÄÂb��i� �#ùT�°{ÿ o ©Ý�Ì Ë��¾°ÄÂb��i� �#ùT�°{ÿ o ©Ý�Ì

ÝÝÞÙÞ …………………………… ÝÝÞÙÞ ……………………………

…………………令第122 条の３………………… …………………令第139 条の３第２項…………………

Ü0 ÝÝÞoÕ0�ã7Ã(é ÿ oÖ©£

改 正 後 改 正 前

Ëé YUÂý~7#bt½i� 0�ã7Ã(é ÿ o ©Ý� Â�Ì Ëé YUÂý~7#bt½i� 0�ã7Ã(é ÿ o ©Ý� Â�Ì

ÝÞÞ7 …………………………… ÝÞÞ7 ……………………………

…………………措置法第56条第２項、第３項又は第４項第１号若しくは第２ …………………措置法第56条第２項、第３項又は第４項第１号………………

号………………… …

Ë
��ègöN rÅÌ Ë
��ègöN rÅÌ



ÝÞÞÛ 法人が特定都市鉄道整備準備金勘定の金額を益金の額に算入した場合 ÝÞÞ8 法人が特定都市鉄道整備準備金勘定の金額を益金の額に算入した場合

において、その益金の額に算入した金額が措置法第56条第３項又は第４項第 において、その益金の額に算入した金額が措置法第56条第３項の規定により

１号の規定により益金の額に算入すべき金額を超えるときは、その超える金 益金の額に算入すべき金額を超えるときは、その超える金額は同条第４項第

額は同条第４項第４号に規定する任意の取崩額に該当することに留意する。 ３号に規定する任意の取崩額に該当することに留意する。この場合において、

この場合において、法人が計上していた特定都市鉄道整備準備金勘定のうち 法人が計上していた特定都市鉄道整備準備金勘定のうちに積立限度超過額が

に積立限度超過額があり、法人がその超える金額のうち既往の積立限度超過 あり、法人がその超える金額のうち既往の積立限度超過額に達するまでの金

額に達するまでの金額について既往の積立限度超過額の取崩しとして確定申 額について既往の積立限度超過額の取崩しとして確定申告書等において損金

告書等において損金の額に算入したときは、その計算を認めるものとする。 の額に算入したときは、その計算を認めるものとする。

Ü' ÝÝßo >Õ9+¼U� ÔìS�o 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

ÝÝßo >Õ9+¼U� ÔìS�o 0@Ö©£ ÝÝßo >Õ9+¼U ÔìS�o 0@Ö©£

Üv ÝÝàoÕêð��#©S�£½	- 0±\�Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ëêð��#©S WaÌ Ëêð��#©S WaÌ

ÝàÞÙÜ …………………………… ÝàÞÙÜ ……………………………

(注) この証明の申請要領は、平成11年10月22日付通商産業省告示第 588号に (注) この証明の申請要領は、昭和48年６月６日付通商産業省告示第 265号に

定められている。 定められている。

Üx ÝÞÙoÕ�U5�_�� �Â	- 0±\�Ö©£

改 正 後 改 正 前



ËP#÷ÐW�~ÚØôÄgz½}�x} æ�Ì ËP#÷ÐW�~ÚØôÄgz½}�x} æ�Ì

ÞÙÞÙÚ …………………………… ÞÙÞÙÚ ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

	 …………………………… 	 ……………………………


 …………………………… 
 ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………


 …………………………… 
 ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………環境衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律 � …………………環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律第８条第

第８条第１項第４号から第10号までの各号の区分 １項第４号から第10号までの各号の区分

� …………………環境衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律 � …………………環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律第54条第

第54条第３号から第９号までの各号の区分 ３号から第９号までの各号の区分

� …………………………… � ……………………………

ÜÕ Ý;9oÂÝ;:o 7Õ¾Ð� i� ò� 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë¾ÐWa� u�EöDÌ Ë¾ÐWa� u�EöDÌ

ÞÜ
Þ6 …………………………… ÞÜ
Þ6 ……………………………

±D6 ¾ÐWa� u�EöD ±D6 ¾ÐWa� u�EöD



区 分 内 容 発 行 者 根 拠 条 項 備 考 区 分 内 容 発 行 者 根 拠 条 項 備 考

} ³ …………… ……………… ……………… ……………… ※１…… } ³ …………… ……………… ……………… ……………… ※１……

} ※２…… } ※２……

� … � …

� … � …

	 … 	 …


 … 
 …

同意 承認

特定 特定

鉄道 鉄道

… …

� … � …

} } µ ……… ……………… ……………… ……………… ※１…… } } µ ……… ……………… ……………… ……………… ※１……

} } ※２…… } } ※２……

同法第 同法第

２条第 ２条第

８項… ９項…

… …

, ……… ……………… ……………… ……………… ※ 社会 , ……… ……………… ……………… ……………… ※ 社会

(j) …… 福祉法 (j) …… 福祉事

社会福 第62条 社会福 業法第

祉法第 第１項 祉事業 57条第



２条第 ……… 法第２ １項…

３項第 条第３ ……

４号… 項第２

…同法 号の３

第62条 ……同

第１項 法第57

…… 条第１

項……
(³) …… (³) ……

(�) …… (�) ……

} 44 ……住宅施 ……………… ……………… ……………… ………… } 44 ……住宅施 ……………… ……………… ……………… …………

} 設（１団地に (j) ……住宅 } 設（１ヘクタ (j) ……住宅

おける……買 施設（１団 ール以上の１ 施設（１ヘ

い取られた場 地における 団地における クタール以

合( 55に該当 …… ……買 い 取 上の１団地

する…… られた場合 における…

( 52の3 に該 …

(³) ………… 当する…… (³) …………

45 ……資産… (j) ………… ……………… ……………… ※1 …… 45 ……権利… (j) ………… ……………… ……………… ※1 ……

… (³) ………… ※2 …… … (³) ………… ※2 ……

(j) ………… 当該事 (j) ………… 当該事

(³) ………… 業のた (³) ………… 業のた

めの土 めの土

地及び 地の上

土地の に存す

上に存 る資産

する資 ……



産……

46 …………… (j) ………… ……………… ……………… ………… 46 …………… (j) ………… ……………… ……………… …………

(³) ……都市 (³) ……都市

計画法第18 計画法第18

条第３項の 条第３項の

同意…… 認可…

…………… ……………

46の２ ……… (j) ………… ……………… ……………… 46の２ ……… (j) ………… ……………… ………………

(³) ……都市 (³) ……都市

計画法第18 計画法第18

条第３項の 条第３項の

同意…… 認可……

47 …………… (j) ………… ……………… ……………… ………… 47 …………… (j) ………… ……………… ……………… …………

(³) ……都市 (³) ……都市

計画法第18 計画法第18

条第３項の 条第３項の

同意…… 認可……

48 …………… (j) ………… ……………… ……………… 48 …………… (j) ………… ……………… ………………

(³) ……都市 (³) ……都市

計画法第18 計画法第18

条第３項の 条第３項の

同意…… 認可……

50 緑資源公団法第 これらの規定 緑資源公団の 措置法64条１ （新 設）

27条の５第１項に に基づく旨の 長 項１号・２号

おいて準用する土 証明

地改良法第 120条

措置法規則14

《急迫の際の使用

条７項５号の



》の規定に基づい ６

て、当該資産が収

用され又は使用さ

れたとき

51 ………………… ……………… ……………… ……………… ………… 50 ………………… ……………… ……………… ……………… …………

52 ……(以下 55 ま ……………… ……………… ……………… 51   (以下　 52の3 ……………… ……………… ………………

でにおいて) …… 措置法規則14 までにおいて) … 措置法規則14

条７項５号の … 条７項５号の

８ ７

53 ………………… ……………… ……………… ……………… 52 ………………… ……………… ……………… ………………

措置法規則14 措置法規則14

条７項５号の 条７項５号の

９ ８

54 ………………… ……………… ……………… ……………… 52の2 …………… ……………… ……………… ………………

措置法規則14 措置法規則14

条７項５号の 条７項５号の

10 ９

55 ………………… ……………… ……………… ……………… 52の3 …………… ……………… ……………… ………………

措置法規則14 措置法規則14

条７項５号の 条７項５号の

11 10

56 ………………… ……………… ……………… ……………… 53 ………………… ……………… ……………… ………………

57 ………………… ……………… ……………… ……………… 54 ………………… ……………… ……………… ………………

58 ………………… ……………… ……………… ……………… ………… 55 ………………… ……………… ……………… ……………… …………

59 ………………… ……………… ……港湾管理 ……………… 56 ………………… ……………… ……港湾管理 ………………

者 者の長

60 ………………… ……………… ……………… ……………… 57 ………………… ……………… ……………… ………………

……



61 ………………… ……………… ……………… ……………… 58 ………………… ……………… ……………… ………………

62 ………………… ……………… ……………… ……………… 59 ………………… ……………… ……………… ………………

63 ……土地改良法 ……………… ……土地改良 ……………… 60 ……土地改良法 ……………… ……土地改良 ………………

、緑資源公団法又 事業、緑資源 又は…… 事業又は……

は…… 公団法第18条

第１項第７号

イ若しくは第

８号の事業又

は……

} 64 …………… …………………………………………………… ………… } 61 …………… …………………………………………………… …………

} 65 …………… …………………………………………………… } 62 …………… ……………………………………………………

66 …………… …………………………………………………… 63 …………… ……………………………………………………

} 67 土地等が± ……土地が± ……………… ……………… ………… } 64 土地等が± ……土地が± ……………… ……………… …………

} から51まで又 から51まで又 } から50まで又 から50まで又

は63から66ま は63から66ま は60から63ま は60から63ま

で…… で…… で…… で……

} 68 ……²から ………………………………… ……………… } 65 ……²から ………………………………… ………………

} 50まで…… } 49まで……

69 …………… ……………… ……………… ……………… 66 …………… ……………… ……………… ………………

Ür Ý;:o 9Õ0�Úå"�çYU� �³�é"�ÄvÞ��i� 	- 0±\�Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë0�#U×
Ädç�½?�Ä�)�½YU ø(Ì Ë0�#U×
Ädç�½?�Ä�)�½YU ø(Ì

ÞÝ ÜÈÙÜ …………………………… ÞÝ ÜÈÙÜ ……………………………

� …………………同意基本構想…………………同意基本構想……………… � …………………承認基本構想…………………承認基本構想………………

… …



� …………………同意基本構想…………………同意基本構想……………… � …………………承認基本構想…………………承認基本構想………………

…中小企業総合事業団法第21条第１項第２号又は第３号………………… …中小企業事業団法第21条第１項第２号又は第３号…………………

Ë0�Úå"�çYU� Wa� u�EöDÌ Ë0�Úå"�çYU� Wa� u�EöDÌ

ÞÝ 9ÞÙß …………………………… ÞÝ 9ÞÙß ……………………………

±D8 0�Úå"�çYU��©�½Wa� u�EöD ±D8 0�Úå"�çYU��©�½Wa� u�EöD

区 分 内 容 発 行 者 根 拠 条 項 備 考 区 分 内 容 発 行 者 根 拠 条 項 備 考

３の２ …… (j) ………… ……………… ……………… ※ ……第14条 ３の２ …… (j) ………… ……………… ……………… ※ ……第14条

(³) ………… 第１項若しく (³) ………… 第１項……

(�) ……第14 は第３項…… (�) ……第14

条第１項若 条第１項…

しくは第３ …

項……

· ………… (j) ………… ……………… ……………… ………………… · ………… (j) ………… ……………… ……………… …………………

(³) ………… (³) …………

A ……… ……………… A ……… ………………

B ……当 当該沿道整備 B ……当 当該沿道整備

該土地等 推進機構…… 該土地… 機構……

…… …

11の２ …… (j) ………… ……………… ……………… ※1 …………… 11の２ …… (j) ………… ……………… ……………… ※1 ……………

同意基本構 (³) ……同意 � ………… 承認基本構 (³) ……承認 � …………

想…… 基本構想… イ……又は 想…… 基本構想… イ……、日

(j) ……同 … 日本政策投 (j) ……承 … 本開発銀行

意基本構 (�) ………… 資銀行…… 認基本構 (�) ………… 又は北海道

想…… 想…… 東北開発公



(³) 当該同 (³) 当該承 庫……

意基本構 ロ………… 認基本構 ロ…………

想…… ハ………… 想…… ハ…………

(�) 当該同 � ………… (�) 当該承 � …………

意基本構 イ………… 認基本構 イ…………

想…… ロ………… 想…… ロ…………

(�) ……… ※2 …………… (�) ……… ※2 ……………

� 当該同意 � 当該承認

基本構想… 基本構想…

… …

� 当該同意 � 当該承認

基本構想… 基本構想…

… …

11の４ …… ……………… ……………… ……………… ※1 …………… 11の４ …… ……………… ……………… ……………… ※1 ……………

� ………… � …………

イ……若し イ……、日

くは日本政 本開発銀行

策投資銀行 若しくは北

…… 海道東北開

発公庫……

ロ………… ロ…………

ハ………… ハ…………

� ………… � …………

イ………… イ…………

ロ………… ロ…………

※2 …………… ※2 ……………

� ………… � …………



イ………… イ…………

ロ………… ロ…………

� ………… � …………

	 ………… 	 …………


 ………… 
 …………

½ ……規定 ……………… ……………… ……………… ………………… ½ ……規定 ……………… ……………… ……………… …………………

する特定施 する特定施

設（同項第 設……

１号に規定

する建設廃

棄物処理施

設を含むも

のを除く¤)

……

(j) ……… (j) ………
(³) ……… (³) ………

Ã ………… ……………… ……………… ……………… ………………… Ã ………… ……………… ……………… ……………… …………………

(j) ……… (j) ………

(³) ……… (³) ………

(�) ……又 (�) ……又

は制御す は抑制す

るための るための

装置…… 装置……



`Ü Ý;:o <ÂÝ;:o >Õ0� T� ®�z i�� ò� 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

（廃 止） Ë5Í�¥"A}»�}¾½uAÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÚà 措置法第65条の７第１項の表の第10号の上欄に規定する移転促

進地域は、工業再配置促進法第２条第１項に規定する移転促進地域をいうの

であるから、同法別表第１に規定する区域であっても、昭和37年１月１日以

後に公有水面埋立法の規定による竣功認可のあった埋立地に係る区域及びそ

の相当部分を中小企業者（中小企業経営革新支援法第２条第１項に規定する

中小企業者をいう¤)の工場用地とするため地方公共団体、中小企業総合事業

団又は環境事業団が造成（造成に準ずる土地の整備を含む。以下65の７�Þ

28において同じ¤)をし、又は造成に係る資金の貸付けをした工場用地で同日

以後にその造成が完了したものに係る区域が除かれることに留意する。

（廃 止） ËPi Ð�.�¾�v½å�� ø(Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÚá 措置法第65条の７第１項の表の第10号の上欄に規定する「工場

の用に供されている建物」又は措置法規則第22条の７第１項に規定する「廃

止した工場の用に供されていた建物」（以下65の７�Þ29において「工場用

建物」という¤)には、工場の構内にある守衛所、詰所、自転車置場、浴場そ

の他これらに類するもの及びこれらの建物の附属設備並びに工場において使

用する電力に係る発電所又は変電所の用に供する建物及びこれらの建物の附

属設備のように工場の維持又はその効用を果たすために必要と認められる建

物が含まれる。

(注) 法人が、事務所、倉庫等の建物で工場と機能的及び地理的な一体性を有

して事業の用に供されているもの又は供されていたものについて工場用建

物に含めているときは、これを認める。



（廃 止） ËPi Ð�.�¾�v½é"� ø(Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛØ 措置法第65条の７第１項の表の第10号の上欄に規定する「工場

の用に供されている土地等」は、工場（作業場、加工場その他これらに類す

る施設をいう。以下同じ¤)の維持又はその効用を果たすために必要と認めら

れる部分に限られることに留意する。この場合において、当該工場の敷地の

用に供されている土地等に含まれるかどうかは、建ぺい率、容積率、土地の

利用状況等を総合的に勘案して判定する。

(注) 法人が、事務所、倉庫等の建物で工場と機能的及び地理的な一体性を有

して事業の用に供されているものの用に供されている土地等について工場

の用に供されている土地等に含めているときは、これを認める。

ËYT	7¡ï�	���+Ð�¾�v½å�� ø(Ì ËYT	7¡ï�	���+Ð�¾�v½å�� ø(Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÚà …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÙ ……………………………

…………………措置法規則第22条の７第１項…………………65の７�Þ28及 …………………措置法規則第22条の７第２項…………………65の７�Þ31及

び65の７�Þ29………………… び65の７�Þ32…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………

ËYT	Ð� å� f" Ð�.�¾�v½é"� ø(Ì ËYT	Ð� å� f" Ð�.�¾�v½é"� ø(Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÚá …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÚ ……………………………

Ë/m
 .ðÌ Ë/m
 .ðÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛØ 措置法規則第22条の７第１項に規定する床面積は、建築基準法 ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÛ 措置法規則第22条の７第１項及び第２項に規定する床面積は、

施行令第２条第１項第３号に規定する床面積によるものとする。 建築基準法施行令第２条第１項第３号に規定する床面積によるものとする。

(注) 措置法規則第22条の７第１項に規定する「新設又は増設をした事務所又 (注) 措置法規則第22条の７第１項に規定する「新設又は増設をした工場の

は研究所として使用される建物の床面積」は、当該新設又は増設をした一 用に供される建物の床面積」は、当該新設又は増設をした一の建物につ

の建物につき事務所又は研究所として使用される部分とその他として使用 き工場の用に供される部分とその他の用に供される部分がある場合には、

される部分がある場合には、当該建物の床面積のうち事務所又は研究所と 当該建物の床面積のうち工場の用に供される部分の床面積に限られる。

して使用される部分の床面積に限られる。 同項に規定する「廃止した工場の用に供されていた建物の床面積」並



同項に規定する「廃止した事務所又は研究所として使用されていた建物 びに同条第２項に規定する「新設又は増設をした事務所又は研究所とし

の床面積」についても、同様とする。 て使用される建物の床面積」及び「廃止した事務所又は研究所として使

用されていた建物の床面積」についても、同様とする。

Ëå.m
� .ðÌ Ëå.m
� .ðÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÙ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÜ ……………………………

Ë/m
 :� 8#b����½{�~%»Ú� Ðâ�.�¾�v½}� Ë/m
 :� 8#b����½{�~%»Ú� Ðâ�.�¾�v½}�

x} æ�Ì x} æ�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÚ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÝ ……………………………

Ëé" ¬C÷Ð �³ ®�zÌ Ëé" ¬C÷Ð �³ ®�zÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÛ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÞ ……………………………

…………………65の７�Þ33………………… …………………65の７�Þ36…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………

Ë;��º½vÞ7¡©-�åvvÞ7¡©-�¾½áºÌ Ë;��º½vÞ7¡©-�åvvÞ7¡©-�¾½áºÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÜ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛß ……………………………

Ë×é"� vÞ�åvvÞÄ�¾½áºØ� .ðÌ Ë×é"� vÞ�åvvÞÄ�¾½áºØ� .ðÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÝ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛà ……………………………

Ë	¬Í§~ÙØzÄgz½é"���v� ®�z »ÐÌ Ë	¬Í§~ÙØzÄgz½é"���v� ®�z »ÐÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛÞ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛá ……………………………

…………………65の７�Þ36………………… …………………65の７�Þ39…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………



Ë9+¼U��-��½}�x} æ� aÍÌ Ë9+¼U��-��½}�x} æ� aÍÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛß …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÛá Ú ……………………………

Ë+Ð�½ÝUP ø(Ì Ë+Ð�½ÝUP ø(Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛà …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜØ ……………………………

Ë�¾koNÌ Ë�¾koNÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÛá …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÙ ……………………………

ËO{©S��º½�o �¾koN}» �#Ì ËO{©S��º½�o �¾koN}» �#Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜØ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÚ ……………………………

Ë��T�7¡¬ÖWß vÞ�£½¾koNÌ Ë��T�7¡¬ÖWß vÞ�£½¾koNÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÙ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÛ ……………………………

Ë0�YU�£½¾koN ø(Ì Ë0�YU�£½¾koN ø(Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÚ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÜ ……………………………

…………………65の７�Þ43………………… …………………65の７�Þ45…………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………………… � ……………………………

	 …………………………… 	 ……………………………

Ë�¾koN	¥0�YU�£½¾koN �E¹Â�Ì Ë�¾koN	¥0�YU�£½¾koN �E¹Â�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÛ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÝ ……………………………

Ë<À ø(Ì Ë<À ø(Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÜ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÞ ……………………………



Ëi�<À .ðÌ Ëi�<À .ðÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÝ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜß ……………………………

Ëé"�ç���v� m
â�Ì Ëé"�ç���v� m
â�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜÞ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜà ……………………………

Ë3¬"�£½m
â�Ì Ë3¬"�£½m
â�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜß …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÜá ……………………………

…………………65の７�Þ47………………… …………………65の７�Þ49…………………

ËÓ�"�£½m
â�Ì ËÓ�"�£½m
â�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜà …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝØ ……………………………

Ë�"ë7¡�"�£½m
â�Ì Ë�"ë7¡�"�£½m
â�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÜá …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÙ ……………………………

…………………65の７�Þ49………………… …………………65の７�Þ51…………………

ËjÍ!{©-~r³»¾½¶²Ä-�vYmÌ ËjÍ!{©-~r³»¾½¶²Ä-�vYmÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÝØ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÚ ……………………………

Ë0���ïTT�� ©- iÌ Ë0���ïTT�� ©- iÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÙ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÛ ……………………………

Ë�"ë�~é"Ä©-��i�� é"� ©- aÍÌ Ë�"ë�~é"Ä©-��i�� é"� ©- aÍÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÚ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÜ ……………………………

Ë7,"Ë�ØYU ?{�åxë÷¶���º¼©-��å�� ©- a Ë7,"Ë�ØYU ?{�åxë÷¶���º¼©-��å�� ©- a

Í�Ì Í�Ì



ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÛ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÝ ……………………………

Ë�"ëÄ@h���.é" vÞÄ��i�� vÞÅÖ u�Ì Ë�"ëÄ@h���.é" vÞÄ��i�� vÞÅÖ u�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÜ 法人が65の7(1)Þ52………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÞ 法人が65の7(1)Þ54…………………

Ë;� i� ®�T�Ì Ë;� i� ®�T�Ì

ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÝ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝß ……………………………

Ë<���;�¾o��v� ®�z »ÐÌ Ë<���;�¾o��v� ®�z »ÐÌ

ÞÝ ß¿ÙÀÞÝÞ …………………………… ÞÝ ß¿ÙÀÞÝà ……………………………

Ë©-Ä�½ô¥±�t½T��£½�=Ì Ë©-Ä�½ô¥±�t½T��£½�=Ì

ÞÝ ß¿ÜÀÞÙØ 措置法規則第22条の７第11項………………… ÞÝ ß¿ÜÀÞÙØ 措置法規則第22条の７第12項…………………

Ë®�z Wa� É\Ì Ë®�z Wa� É\Ì

ÞÝ ß¿ÝÀÞ8 …………………………… ÞÝ ß¿ÝÀÞ8 ……………………………

…………………措置法規則第22条の７第７項、第９項及び第10項…………… …………………措置法規則第22条の７第８項、第10項及び第11項……………

…… ……

`ÜE ÝÞÞo :Õ�#<¦g¨��£½pÉ ÷5 ò� 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë�pÉ ø(Ì Ë�pÉ ø(Ì

ÞÞ :ÞÙÚ …………………………… ÞÞ :ÞÙÚ ……………………………

…………………貸倒引当金………………… …………………賞与引当金…………………

Ë#�ä¨ �T� SÒÖN Â�Ì Ë#�ä¨ �T� SÒÖN Â�Ì



ÞÞ :ÞÙß …………………当該事業年度終了の日の電信売買相場の仲値（基 ÞÞ :ÞÙß …………………当該事業年度終了の日の電信売買相場の仲値（外

本通達13の２Þ１Þ２に定める電信売買相場の仲値をいう¤)………………… 国為替公認銀行の対顧客直物電信売相場と対顧客直物電信買相場の仲値をい

う¤)…………………

`Ü` ÝÞÞo ;ÂÝÞÞo >ÕO�ä¨ 0�#�5����£½	- ò� 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ëä¨�ä� Û� @�ÿ��Â��½i� ©�vÌ Ëä¨�ä� Û� @�ÿ��Â��½i� ©�vÌ

ÞÞ ;ÞÙØ …………………………… ÞÞ ;ÞÙØ ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� …………………長期割賦販売等に該当する資産の販売等………………… � …………………延払条件付譲渡等をした資産…………………

(注) …………………………… (注) ……………………………

	 …………………有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法等………… 	 …………………有価証券の評価方法等…………………

………

Ëò�ÅZ�ÂoN ���Ì Ëò�ÅZ�ÂoN ���Ì

ÞÞ ;ÞÙÛ …………………電信売買相場の仲値（基本通達13の２Þ１Þ２に ÞÞ ;ÞÙÛ …………………外国為替公認銀行の対顧客直物電信売相場と対顧

定める電信売買相場の仲値をいう¤以下同じ¤)………………… 客直物電信買相場の仲値（以下「電信売買相場の仲値」をいう¤)……………

……

(注) …………………………… (注) ……………………………

Ë»Ð�# 0�#�5����t½�� WaÌ Ë»Ð�# 0�#�5����t½�� WaÌ

ÞÞ ;ÞÙá …………………………… ÞÞ ;ÞÙá ……………………………

…………………規則別表十六の三（一）のÅ10Æ欄からÅ17Æ欄まで…………… …………………規則別表十六の三（一）のÅ 9Æ欄からÅ16Æ欄まで……………

…… ……

`Ü� ÝÞÞo ÙÜÕÒ°o ����º½¥\ [»ÐÖ©£



改 正 後 改 正 前

ÝÞÞo ÙÜÕÒ°o ����º½¥\ [»ÐÖ©£ （新 設）

Ë9+¼U��t½}�x} æ� aÍÌ

（新 設）ÞÞ ÙÜÞ6 法人が、措置法第66条の14第１項各号に規定する中小企業者に該

当する法人であるかどうかは、当該事業年度終了の時の現況によって判定す

るものとする。

`Ü0 ÝÞßoÕ��Âú¢"ØÖ 	-Â� 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë��Âú¢"ØÖ�£½°o N Â�Ì Ë��Âú¢"ØÖ�£½°o N Â�Ì

ÞßÞ9 …………………………… ÞßÞ9 ……………………………

� …………………………… � ……………………………

� 一括評価による貸倒引当金勘定への繰入相当額（貸倒引当金勘定への繰 � 一括評価による貸倒引当金勘定への繰入額は、当該事業年度終了の時に

入額から当該繰入額のうち法第52条第１項第１号に掲げる金額に達するま おける貸金の額の比により配賦する。

での金額を控除した金額をいう¤)は、当該事業年度終了の時における同項

第２号による貸倒引当金の繰入れの対象となる金銭債権の額の比により配

賦する。

	 賞与引当金勘定（法人税法等の一部を改正する法律（平成10年法律第24 	 賞与引当金勘定又は退職給与引当金勘定への繰入額は、人件費の配賦基

号）附則第６条の規定によりなおその効力を有するものとされる同法によ 準と同一の基準により配賦する。

る改正前の法人税法第54条に規定する賞与引当金に係るものをいう。）又

は退職給与引当金勘定への繰入額は、人件費の配賦基準と同一の基準によ

り配賦する。

(注)１ …………………………… (注)１ ……………………………

２ …………………………… ２ ……………………………



`Ü' ÝÞßo >ÂÝÞßo > 8Õgq;�7¡gq5Í�£½ò� 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

ÝÞßo >ÂÝÞßo > 8Õgq;�7¡gq5Í�£½ ÝÞßo > 7ÂÝÞßo > 9Õgq;�7¡gq5Í�

ò� 0@Ö©£ £½ò� 0@Ö©£

Ë÷� ¦����;\��oN~t½i� ;\oC�Ì Ë÷� ¦����;\��oN~t½i� ;\oC�Ì

Þß >Þ6 特定子会社（措置法第６７条の９第１項に規定する「特定子会社Æ Þß > 7Þ6 特定子会社株主が株式交換等により措置法第67条の９の２第

をいう。以下同じ¤)の株主である法人が同項に規定する株式交換等により特 １項に規定する特定親会社（以下「特定親会社」という¤)から交付を受けた

定親会社（同項に規定する「特定親会社」をいう。以下同じ¤)から交付を受 金銭及び資産（当該株式交換等により割当てを受けた新株を除く¤)の額のう

けた金銭及び資産（当該株式交換等により割当てを受けた新株を除く¤)の額 ちに、当該特定子会社株主に対する利益の配当として交付された金額がある

のうちに、当該特定子会社の株主に対する利益の配当として交付された金額 場合には、当該金銭及び資産の額は、当該利益の配当として交付された金額

がある場合には、当該金銭及び資産の額は、当該利益の配当として交付され を控除して計算することに留意する。

た金額を控除して計算することに留意する。

Ëgq;���â�6gEA gq vÞÚoÄ0�5�� g¨�;\�� Ëgq;���â�6gEA gq vÞÚoÄ0�5��g¨�;\��i

i� ©�vÌ � ©�vÌ

Þß >Þ7 措置法第67条の９第１項の規定を適用する場合において、特定親 Þß > 7Þ7 措置法第67条の９の２第１項の規定を適用する場合において

会社が、同項に規定する株式交換等に際し、特定子会社の株主に割り当てる 、特定親会社が、株式交換等に際し、特定子会社株主に割り当てる新株に１

新株に１株未満の株式が生じたためその１株未満の株式の合計数に相当する 株未満の株式が生じたためその１株未満の株式の合計数に相当する新株を他

新株を他に譲渡し、その譲渡代価を１株未満の株式の当該特定子会社の株主 に譲渡し、その譲渡代価を１株未満の株式の当該特定子会社株主に交付した

に交付したときは、その１株未満の株式の当該特定子会社の株主に対してそ ときは、その１株未満の株式の当該特定子会社株主に対してその１株未満の

の１株未満の株式に相当する新株を割り当てたこととなることに留意する。 株式に相当する新株を割り当てたこととなることに留意する。

`Üv ÝÞào 8 7Õ9+¼U���Å�½�§�� 0±�� [»ÐÖ©£



改 正 後 改 正 前

ÝÞào 8 7Õ9+¼U���Å�½�§�� 0±�� （新 設）

 [»ÐÖ©£

Ë9+¼U��t½}�x} æ� aÍÌ （新 設）

Þà 8 7Þ6 法人が、措置法第68条の３の２第１項第１号に掲げる「新事

業創出促進法第２条第３項に規定する中小企業者」に該当する法人であるか

どうかは、当該事業年度終了の時の現況によって判定するものとする。

ËYU æ��Ì （新 設）

Þà 8 7Þ7 措置法第68条の３の２第１項第１号に掲げる「新事業創出促

進法第２条第３項に規定する中小企業者」に該当するかどうかは、次により

判定するものとする。

� 法人の営むその主たる事業が、新事業創出促進法第２条第３項第１号か

ら第３号までに掲げる事業のうちいずれに該当するかは、おおむね日本標

準産業分類（総務庁）の分類を基準として判定する。

� 同項第１号から第３号までに規定する「常時使用する従業員の数」は、

常用であると日々雇い入れるものであるとを問わず、事務所又は事業所に

常時就労している職員、工員等（役員を除く¤)の総数によって判定する。

この場合において、法人が酒造最盛期、野菜缶詰・瓶詰製造最盛期等に数

か月程度の期間その労務に従事する者を使用するときは、当該従事する者

の数を「常時使用する従業員の数」に含めるものとする。

Ë9+¼U���-��½@ �= �qÌ （新 設）

Þà 8 7Þ8 措置法規則第22条の20の２各号に規定する書類は、付表の書

式（これに準ずる書式を含む¤)により代えることができるものとする。

この場合において、次に掲げる区分に応じそれぞれ次に掲げる書類を添付

するものとする。



� 措置法第68条の３の２第１項第１号に定める事業年度の場合 登記簿謄

本又はその写し（設立の日が明らかになるものに限る。）

� 措置法第68条の３の２第１項第２号に定める事業年度の場合 イ及びロ

に掲げる書類

イ 主務大臣が新事業創出促進法第11条の２第１項に規定する認定（同法

第11条の３第１項の認定を含む¤)をした旨を証する書類

ロ 同号に規定する認定計画の計画書の写し



改 正 後 改 正 前

事 業 ・ ・
法人

年 度 ・ ・

適 用 該 当 号 の 区 分 １ 措 置 法 第 6 条 の ３ の ２ 第 １ 項 第 （ ） 号 該 当

置法令第
設 立 の 日 平 ・ ・

名

8

措 9条の3の２第１項第（ ）号
２

平 ・
一

中 小 企 業 者 の 判 定 ３ 新 事 業 創 出 促 進 法 第 ２ 条 第 ３ 項 第 （ ） 号 該 当

号

主 た る 事 業 ４ 業

該
円

資本の額又は出資の総額 ５

当
人

常時使用する従業員の数 ６

実 施 計 画 の 認 定 年 月 日 ７ 平 ・ ・
二

号 新 事 業 分 野 開 拓 の
８

た め の 事 業 の 内 容
該

当 当 期 末 に お け る
９

事 業 の 状 況

添 措置法第

付

書
措置法第 8
類

3 5

・

6条の３の２第１項第１号 記簿謄本又はその

イ 主務大臣が新事 1条の２第１項に規定する認定（同法

第１項の認定を含む。）をした旨を

8 登 写し

業創出促進法第1 条の３

6条の３の２ 証する書類

ロ 同号に規定する の写し

第1

第１項第２号

認定計画の計画書

1

付 表

中小企業者等に対する同族会社の特別税率の

不 適 用 制 度 に 関 す る 明 細 書



１ この明細書は、措置法第68条の３の２《中小企業者等に対する同族会社の

特別税率の不適用》の規定の適用を受ける場合に確定申告書に添付すること

とされている措置法規則第22条の20の２各号に規定する書類に代えて添付す

る場合に記載します。

２ 「適用該当号の区分１」の( ) 内には、措置法第68条の３の２第１項各

号のいずれの号に該当するものかに応じ、その該当号を記載します。

３ 「設立の日２」には、設立の登記をした日を記載します。

なお、措置法施行令第39条の35の２第１項各号のいずれかに該当する場合

には、（ ）内にその該当号及び当該各号に定める日に該当する年月日を記

載するとともに、当該各号に規定する他の同族会社又は被合併法人の登記簿

謄本又はその写しを添付します。

４ 「中小企業者の判定３」の（ ）内には、新事業創出促進法第２条第３項

各号に規定する中小企業者のうちいずれに該当するかに応じ、その該当号を

記載します。

５ 「主たる事業４」から「常時使用する従業員の数６」までは、事業年度終

了の時の現況により記載します。

６ 「実施計画の認定年月日７」には、新事業創出促進法第11条の２第１項に

規定する実施計画について主務大臣の認定を受けた年月日を記載します。

７ 「新事業分野開拓のための事業の内容８」には、新事業創出促進法第11条

の３第２項の認定計画に従って実施している同項に規定する新事業分野開拓

のための事業の内容を簡記します。

８ 「当期末における事業の状況９」には、当期末における上記７の事業の実

施状況を記載します。

記 載 の 仕 方



`Üx ÝÞào :Õ»=Õ�zo«��£½Õ�zo�
�o N Â� 0@Ö©£

改 正 後 改 正 前

Ë0@»=Õ�zo«��£½�ìç��¥�½¬ÖWß E�%��¼ S Ë0@»=Õ�zo«��£½�ìç��¥�½¬ÖWß EÖ âäÌ

ÒÖN �ï âäÌ

Þà :Þ7 …………………有価証券とは別個にその一単位当たりの帳簿価額 Þà :Þ7 …………………有価証券とは別個にその評価の方法を選定するこ

の算出の方法を選定することに留意する。 とに留意する。

Ë3�*ì«��£½YU¨ E{~Áo��YU¨�t½i� Õ�zo� Ë3�*ì«��£½YU¨ E{~Áo��YU¨�t½i� Õ�zo�


�oN Â�Ì 
�oN Â�Ì

Þà :Þ: 措置法令第39条の36第１項又は第２項………………… Þà :Þ: 措置法令第39条の36第１項又は第３項…………………

� …………………同条第２項第１号…………………同条第２項第２号…… � …………………同条第３項第１号…………………同条第３項第２号……

……………同条第１項又は第２項………………… ……………同条第１項又は第３項…………………

� …………………………… � ……………………………

(注) …………………措置法令第39条の36第１項又は第２項………………… (注) …………………措置法令第39条の36第１項又は第３項…………………

Ëò�0@»=Õ�zo«� æ� ÁZ��½}lPoN�Ì Ëò�0@»=Õ�zo«� æ� ÁZ��½}lPoN�Ì

Þà :Þ; …………………措置法令第39条の36第18項第１号………………… Þà :Þ; …………………措置法令第39条の36第19項第１号…………………

Ë¤^?ÿØÖÙNÌ Ë¤^?ÿØÖÙNÌ

Þà :Þ< 措置法令第39条の36第18項第３号イ………………… Þà :Þ< 措置法令第39条の36第19項第３号イ…………………

`ÜÕ »ö¹©�v

改 正 後 改 正 前

Ë»ö¹©�v�Å�îG S)ä� »Ð~t½i�Ì （新 設）



改正法令（租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成12年法律第13号

)£法人税法の一部を改正する法律（平成12年法律第14号) 、過疎地域自立促

進特別措置法（平成12年法律第15号）、環境衛生関係営業の運営の適正化に

関する法律の一部を改正する法律（平成12年法律第39号）附則第11条、租税

特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成12年政令第 148号）及び租税

特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成12年大蔵省令第31号))によ

る改正前の措置法、措置法令及び措置法規則（改正法令の附則により読み替

えて適用される改正前の措置法、措置法令及び措置法規則を含む¤)の規定の

適用を受ける場合の取扱いについては、この法令解釈通達の改正前の租税特

別措置法関係通達（法人税編）の取扱いの例による。

Ë»ö¹©�v�Å¤çÙÚz9Ù6iG�Ô5Â�ÐÄ©-��i�� 0± （新 設）

��7¡ä¨�N 0±\�Ì

法人が、平成12年４月１日前に開始し、かつ、同日以後に終了する事業年

度において取得して事業の用に供した措置法規則第20条の３第１項に規定す

る電子計算機の取得価額の合計額が 160万円以上であるかどうかは、法人が

平成12年４月１日前に取得して事業の用に供した改正法令による改正前の措

置法規則第20条の３第１項に規定する電子計算機の取得価額の合計額と同日

以後に取得して事業の用に供した改正法令による改正後の措置法規則第20条

の３第１項に規定する電子計算機の取得価額の合計額を合算した金額が 160

万円以上であるかどうかによって判定することに留意する。

措置法規則第20条の３第３項に規定するリース費用の総額の合計額が 210

万円以上であるかどうかについても、同様とする。

Ë»ö¹©�v	Å¤çÙÚz9Ù6iG�0�½à÷Ð?�Ä©-��i�� （新 設）
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措置法規則第20条の10第２項に規定する施設に含まれる建物及びその附属

設備並びに構築物（以下「建物等」という¤)の取得価額の合計額が１億円を



超え１億 2,000万円以下である場合において、法人が当該建物等の一部を平

成12年４月１日前に取得し、残余を同日以後に取得しているときは、同日前

に取得した当該建物等の取得価額の合計額が１億円を超えるかどうかを問わ

ず、その同日前に取得した建物等については、改正法令による改正前の措置

法第44条の５の規定を適用する。この場合において、平成12年４月１日以後

に取得した建物等については、同条の規定の適用はないことに留意する。

Ë»ö¹©�v
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� 措置法第45条第１項の表の第１号の第１欄及び同表の第２号の第１欄に掲

げる地区内において一の事業計画により新設又は増設される生産等設備でそ

れを構成する減価償却資産の取得価額の合計額が 2,300万円を超え2,500 万

円以下である場合において、法人が当該減価償却資産の一部を平成12年４月

１日前に取得し、残余を同日以後に取得しているときは£ 同日前に取得した

減価償却資産の取得価額が 2,300万円を超えるかどうかを問わず、その同日

前に取得した減価償却資産については、改正法令による改正前の措置法第45

条の規定を適用する。この場合において、平成12年４月１日以後に取得した

減価償却資産については、同条の規定の適用はないことに留意する。

� 改正法令による改正前の措置法第45条第１項の表の第４号の第１欄に掲げ

る地区のうち改正法令による改正前の措置法令第28条の14第５項に規定する

区域（以下「旧過疎地域」という。）であって措置法第45条第１項の表の第

４号の第１欄に掲げる地区のうち措置法令第28条の14第５項に規定する区域

（以下「新過疎地域」という。）に該当する区域内において一の事業計画に

より新設又は増設される生産等設備でそれを構成する減価償却資産の取得価

額の合計額が 2,300万円を超え2,500 万円以下である場合において、法人が

当該減価償却資産の一部を平成12年４月１日前に取得し、残余を同日以後に

取得しているときは£ 同日前に取得した減価償却資産の取得価額が 2,300万



円を超えるかどうかを問わず、その同日前に取得した減価償却資産について

は、改正法令による改正前の措置法第45条の規定を適用する。この場合におい

て、平成12年４月１日以後に取得した減価償却資産については、同条の規定

の適用はないことに留意する。

	 旧過疎地域（新過疎地域に該当する区域を除く¤)内において一の事業計画

により新設又は増設される生産等設備でそれを構成する減価償却資産の取得

価額の合計額が 2,300万円を超える場合において、法人が当該減価償却資産

の一部を平成12年４月１日前に取得し、残余を同日以後に取得しているとき

には£ 同日前に取得した減価償却資産については、改正法令による改正前の

措置法第45条の規定を適用する。この場合において、同日以後に取得した減

価償却資産については同条の規定の適用はないことに留意する。

(注) 新過疎地域（旧過疎地域に該当する区域を除く¤)内において一の事業計

画により新設又は増設される生産等設備については、平成12年４月１日以

後に取得したものの取得価額の合計額が 2,500万円を超える場合に限り£

措置法第45条の規定の適用があることに留意する。


